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Ⅱ 手当・年金 

１ 障害者に対する手当 
障害者手帳をお持ちの方には、障害の程度により、国、県、市の手当が支給されます（障

害者手帳をお持ちでない方でも、支給される場合があります）。支給には申請手続きが必要

です。これら各種手当の支給開始は、原則として手続きされた月の翌月分からとなります。 

（１） 特別障害者手当 (国+県) (２０歳以上) 
著しく重度の障害の状態にあるため、常時特別の介護を必要とする方（２０歳以上）に

支給されます。                              （国）月額 ２９，５９０円 

以下の方は県の加算があります。                          

（ア） 身体障害者手帳１～２級かつ療育手帳 IQ３５以下   （国＋県）月額 ３６，４４０円 

（イ） 身体障害者手帳１～２級または療育手帳 IQ３５以下  （国＋県）月額 ３０，６４０円 

※病院・介護老人保健施設に入院・入所して３か月を経過している方（見込みを含む）、

または特定の施設に入所している方は申請できません。一定の所得以下の方に支給

されます。 

◆申請に必要なもの

・障害者本人名義の通帳 

・身体障害者手帳、療育手帳（お持ちの方） 

・特別障害者手当認定診断書 

・年金改定通知書（公的年金を受給している方） 

・窓口で手続きをされる方の本人確認のできる書類 

・障害者本人のマイナンバーカード（個人番号カード）またはマイナンバー通知カード 

・配偶者・扶養義務者のマイナンバーカード（個人番号カード）（写しでも可）またはマイ     

ナンバー通知カード（写しでも可） 

（２） 障害児福祉手当 (国+県) (２０歳未満) 
重度の障害の状態にあるため、常時介護を必要とする方（２０歳未満）に支給されます。

（国）月額 １６，１００円 

以下の方は県の加算があります。                          

（ア） 身体障害者手帳１～２級かつ療育手帳 IQ３５以下   （国＋県）月額 ２３，０００円 

（イ） 身体障害者手帳１～２級または療育手帳 IQ３５以下  （国＋県）月額 １７，２５０円 

※障害年金等を受給している方、または特定の施設に入所している方は申請できません。

一定の所得以下の方に支給されます。 

◆申請に必要なもの

・障害者本人名義の通帳 

・身体障害者手帳、療育手帳（お持ちの方） 

・障害児福祉手当認定診断書（不要な場合もあります） 

・窓口で手続きをされる方の本人確認のできる書類 

・障害者本人のマイナンバーカード（個人番号カード）またはマイナンバー通知カード 

・配偶者・扶養義務者のマイナンバーカード（個人番号カード）（写しでも可）またはマイ 

ナンバー通知カード（写しでも可）
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（３） 在宅重度障害者手当(県) 
（１）（２）に該当しない方で、次の障害のある方に支給されます。

（ア） 身体障害者手帳 １級または２級 と 療育手帳 Ａ判定 （IQ３５以下）の合併症 

                                             月額 １５，５００円 

（イ） 身体障害者手帳 １級または２級 

療育手帳 Ａ判定（IQ３５以下） 

身体障害者手帳 ３級 と 療育手帳 Ｂ判定（IQ５０以下） の合併症

                                          月額  ６，７５０円 

※（イ）の場合、平成２０年４月１日以降に６５歳以上で新たに手帳を取得した方は除

きます。等級変更の場合も当初の手帳取得の年齢が６５歳以上の方は除きます。

一定の所得以下の方に支給されます。

◆申請に必要なもの

・障害者手帳 

・障害者本人名義の通帳 

・窓口で手続きをされる方の本人確認のできる書類 

※特定の施設に入所している方には支給されません。

※病院に入院して３か月を経過している方（見込みを含む）には支給されません。 

（４） 障害者手当(市) 
次の障害のある方に支給されます。

身 体障害者

手 帳
療 育 手 帳

精神障害者

保健福祉手帳

被 爆 者

健 康 手 帳
手 当 月 額

１級 

２級 
Ａ判定 １級  ４，０００円 

３級 Ｂ判定 ２級  ２，５００円 

４級 Ｃ判定 ３級 所持者 １，５００円 

５級 

６級 
 １，０００円 

◆申請に必要なもの

・障害者手帳または被爆者健康手帳 

・障害者本人名義の通帳 

・窓口で手続きをされる方の本人確認のできる書類 

※特定の施設に入所している方には支給されません。 

・６５歳以上の方で新たに身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳・被爆

者健康手帳の申請をされた方は、一宮市障害者手当の支給対象外となります。ただし、 

令和２年７月３１日以前から、一宮市障害者手当を受給していた方は、６５歳以上であ

っても引き続き受給できます。 
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（５） 特別児童扶養手当(国)  
身体、知的または精神に、重度・中度の障害がある児童を監護している父母または父

母に代わってその児童を監護している方に支給します。 

◆支給要件

（ア） １級（重度）…療育手帳Ａまたは身体障害者手帳 １級または２級 

月額 ５６，８００円 

（イ） ２級（中度）…療育手帳Ｂまたは身体障害者手帳 ３級または４級の一部 

月額 ３７，８３０円 

※児童が障害年金等を受給している、または特定の施設に入所している場合は申請で

きません。一定の所得以下の方に支給されます。 

◆支給期間

児童が２０歳未満の間 

◆申請に必要なもの 

請求者および対象児童の戸籍全部事項証明書（謄本）、特別児童扶養手当認定診断

書などが必要です。詳しくは下記の問合せ先までお尋ねください。 

◆申    請   本庁舎２階２５番窓口（障害福祉課手帳･手当グループ） 電話２８-９０１７（直通） 

   尾西庁舎 １階窓口課７番窓口             電話８５-８３９３（直通） 

木曽川庁舎１階総務窓口課４番窓口           電話８４-０００６（直通） 

◆問合せ先   本庁舎２階２５番窓口（障害福祉課手帳･手当グループ） 電話２８-９０１７（直通） 
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（６） 児童扶養手当(国)・愛知県遺児手当（県）・一宮市遺児手当（市）  
ひとり親家庭や父または母が重度の障害者世帯の１８歳到達年度の末日までの児童 

（児童扶養手当は児童に一定の障害があるときは２０歳未満）を監護または養育してい

る方に支給します。  

◆支給期間     

児童が１８歳に到達した年度の末日まで。ただし、児童扶養手当は児童に一定の障

害があるときは２０歳未満まで。  

◆手当月額 

・児童扶養手当（２０２４年度） 

児童１人の場合：全部支給：４５，５００円 、一部支給：４５，４９０～１０，７４０円  

児童２人目以降は、児童１人増すごとに全部支給：１０，７５０円 、一部支給： 

１０，７４０～５，３８０円を加算  

・愛知県遺児手当 

１～３年目：児童１人につき４，３５０円 

４～５年目：児童１人につき２，１７５円 

６年目以降：支給なし 

・一宮市遺児手当 

児童１人につき２，０００円 

◆支給月  

５、７、９、１１、１、３月  

◆支給条件  

所得により減額、または全額支給停止 

◆申請に必要なもの 

下記の問合せ先までお尋ねください。 

◆申請場所 

本庁舎４階４６番窓口（子育て支援課手当グループ）  電話２８－９０２３（直通） 

尾西庁舎１階窓口課７番窓口    電話８５－８３９３（直通） 

木曽川庁舎１階総務窓口課４番窓口   電話８４－０００６（直通） 

◆問合せ先

本庁舎４階４６番窓口（子育て支援課手当グループ）  電話２８－９０２３（直通） 
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２ 障害者のための年金制度

（１） 障害基礎年金 
国民年金の加入者等が加入中の病気やけがが原因で障害者になった場合に支

給される年金です。 

◆受給要件

１.国民年金の被保険者期間中に初診日（初めて医師の診断を受けた日）のある

病気やけがが原因で障害者となったとき。２０歳に達する前に初診日がある場

合や６０歳から６５歳未満の間に初診日がある場合（ただし、該当者が日本に在

住で老齢基礎年金の繰上げ支給を受けていないことが条件）も該当します。 

２.障害の程度が国民年金の障害等級表の１級または２級に該当していること。 

（身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の等級とは異なる基

準となります。） 

３.初診日の前々月までの加入期間に、保険料納付済期間と免除期間を合算した

期間が２／３以上あること。または、初診日が令和８年３月３１日までである場合

は、初診日の前々月までの１年間に滞納がないこと。いずれの場合も初診日よ

り前に保険料を納めていることが必要です。 

※初診日が２０歳に達する前にある場合は、保険料の納付についての受給要

件はありません。ただし受給権者の前年の所得が一定額以上の場合、全額ま

たは半額が支給停止されます。 

◆障害の認定

「国民年金障害基礎年金請求書」を、市町村窓口を通じて年金事務所に提出しま

す。その後、日本年金機構が内容を審査し、障害の程度が１級か２級に該当する

と認定すれば障害基礎年金を受給できます。 

◆支給時期 

障害認定日（初診日から１年６か月を経過した日か、それ以前で症状が固定した

と認められた日）の翌月か申請月の翌月から支給されます。 

◆年金額（令和７年４月現在） 

・１級：１，０３９，６２５円（月額８６，６３５円） ※昭和３１年４月１日以前生まれの者

は１，０３６，６２５円 

・２級： ８３１，７００円（月額６９，３０８円） ※昭和３１年４月１日以前生まれの者は  

８２９，３００円 

また、障害基礎年金の受給権を得た当時、受給権者によって生計を維持され

ている子（１８歳到達年度の末日までにある子、または、１級・２級の障害の状態に

ある２０歳未満の子）があるときは、次の額が加算されます。 

※子の加算  １人目・２人目  １人につき ２３９，３００円

          ３人目以降 １人につき  ７９，８００円

平成２３年４月から子の加算額の対象者は、障害基礎年金の受給権が発生し

た日の翌日以降に生計を維持することになった子も対象者となりました。 
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◆申請に必要なもの 

・年金手帳または基礎年金番号通知書 

・診断書（レントゲンフィルム等が必要な場合あり） 

・初診日証明書 

・病歴・就労状況等申立書 

◆２０歳前障害基礎年金受給のための所得（前年）制限基準（令和７年４月現在） 
扶養親族等の

数 
０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

全額支給停止 
4,721,000

円 

5,101,000

円 

5,481,000

円 

5,861,000

円 

6,241,000

円 

6,621,000

円 

一部支給停止 
3,704,000

円 

4,084,000

円 

4,464,000

円 

4,844,000

円 

5,224,000

円 

5,604,000

円 

扶養親族等に老人控除対象配偶者・老人扶養親族がいる場合は一人につき

１０万円、特定扶養親族（１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族を含む。）が

いる場合は一人につき２５万円を加えた額とします。 

表中の所得金額は一定の控除後のもので収入額とは異なります。なお基準額

は毎年８月に改定されます。 

◆申請場所 

本庁舎１階２２・２３番窓口(保険年金課国民年金グループ) 電話２８－９０１４（直通） 

尾西庁舎１階窓口課６番窓口                   電話８５－８３９２（直通） 

木曽川庁舎１階総務窓口課３番窓口              電話８４－０００６（直通） 

 ◆問合せ先

本庁舎１階２２・２３番窓口(保険年金課国民年金グループ) 電話２８－９０１４（直通） 

 （２） 障害厚生年金・障害手当金 
厚生年金に加入中の病気やけがが原因で障害者になった場合に障害厚生年金

が支給されます。また、障害手当金は障害年金を受けるより軽い程度の障害を受け

た場合に一時金として支給されるものです。 

◆受給要件（障害厚生年金）

１.初診日において厚生年金保険の被保険者である（あった）こと。 

２.障害の程度が国民年金の障害等級表の１級・２級または厚生年金の障害等級

表の３級に該当していること。（身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健

福祉手帳の等級とは異なる基準となります。） 

３.初診日の前々月までの加入期間に、保険料納付済期間と免除期間を合算した

期間が２／３以上あること。または、初診日が令和８年３月３１日までである場合

は、初診日の前々月までの１年間に滞納がないこと。いずれの場合も初診日よ

り前の納付が必要です。 
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◆受給要件（障害手当金）

１.初診日において厚生年金保険の被保険者である（あった）こと。 

２.初診日から５年以内に治り、その治った日の障害の程度が一定以上であること。 

３.初診日の前々月までの加入期間に、保険料納付済期間と免除期間を合算した

期間が２／３以上あること。または、初診日が令和８年３月３１日までである場合

は、初診日の前々月までの１年間に滞納がないこと。いずれの場合も初診日よ

り前に保険料を納付していることが必要です。 

◆障害の認定

「障害年金請求書」を年金事務所に提出し、日本年金機構が内容を審査します。

審査の結果、障害の程度が３級以上に該当すると認定されれば受給できます。 

◆支給時期 

障害が認定された日の翌月か申請月の翌月から支給されます。 

◆年金・手当額（令和７年４月現在） 

◆申請に必要なもの 

・年金手帳または基礎年金番号通知書 

・診断書（レントゲンフィルム等が必要な場合あり） 

・初診日証明書 

・病歴・就労状況等申立書 

◆申請場所・問合せ先 

一宮年金事務所      電話４５－１４１８ 

（

1.25 ＋

）

（障害厚生年金を受けるよりも軽い障害が残ったときに一時金として

支給）

報酬比例

の年金額
） ×

（ ） ＋

（ ）＋ 障害基礎年金

+ 障害基礎年金

３ 級 

１ 級 （

２ 級 

（６２３，８００円に満たないときは６２３，８００円） ※昭和３１年４月１日以前生ま

れの者は６２２，０００円 

：

：

：

：

（報酬比例の年金額） 

配 偶 者 の

加給年金額 

障 害 手 当 金  

報酬比例 

の年金額 

配 偶 者 の

加給年金額 
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（３） 特別障害給付金
過去の年金制度で会社員等（第２号被保険者）の配偶者や学生の方は国民年金制

度への加入が任意とされていましたが、その当時に未加入で障害者になった方は障

害基礎年金を受給できません。 

特別障害給付金制度はその方を対象に給付金を支給する制度です。 

◆受給要件

１.次の①または②の期間中に国民年金に未加入であった方で、その期間に初診日

（初めて医師の診断を受けた日）のある病気やけがが原因で現在、障害者となって

いること。 

①平成３年３月以前に大学生等であった期間 

②昭和６１年３月以前に被用者年金（厚生年金、共済年金等）加入者の配偶者及び

被用者年金受給者（受給資格を満たす者を含む。）の配偶者であった期間 

２.障害の程度が国民年金の障害等級表の１級または２級に該当していること（身体障

害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の等級とは異なる基準となりま

す） 

◆障害の認定

「特別障害給付金請求書」を、市町村窓口を通じて年金事務所に提出し、そこで初

診日等の要件を満たしているかどうかや障害の程度が１級か２級に該当する状態にあ

るかどうかを審査します。その結果、認定されれば受給できます。 

◆申請時期 

６５歳に達する日の前日（誕生日の前々日）までに行うことが必要です。 

◆支給時期 

申請月の翌月から支給されます。 

◆給付額（令和７年４月現在）

・障害等級１級 月額５６，８５０円 

・障害等級２級 月額４５，４８０円 

※一定以上の所得がある場合や、老齢年金等を受給している場合は支給が制限さ

れます。また、給付金を受給すると経過的福祉手当は支給停止されます。 

◆申請場所 

本庁舎１階２２・２３番窓口（保険年金課国民年金グループ） 電話２８－９０１４（直通）

尾西庁舎１階窓口課６番窓口                    電話８５－８３９２（直通） 

木曽川庁舎１階総務窓口課３番窓口               電話８４－０００６（直通） 

◆問合せ先

本庁舎１階２２・２３番窓口（保険年金課国民年金グループ） 電話２８－９０１４（直通）


